
犯罪被害者等支援について

犯罪被害に遭ったことにより、被害者やその家族・遺族は、精神
的なショックや経済的な困窮、心身への影響など、さまざまな被害
を受けると言われています。

被害に遭われた方が、その受けた被害を回復し、又は軽減し、再
びそれぞれの平穏な暮らしを取り戻せるように、配慮していくこと
は、誰もが犯罪被害者等になり得る中で、社会全体として取り組む
べき課題です。

犯罪被害者等基本法に基づき、令和３年に策定された
国の第４次犯罪被害者等基本計画では、地方公共団体に
おける犯罪被害者等支援に特化した条例の制定や見舞金
制度等の導入が求められており、予期せず犯罪の被害に
遭ってしまった方やその家族が、地域の中で速やかに必
要な支援を受けられる体制の整備が重要であることから、
今年度中の特化条例の制定に向け、検討したいと考えて
います。

犯罪被害者等支援条例の制定に向けて

犯罪被害者等
支援条例

条例によって明示化することで市民
が安心して暮らせるまちになります。

途切れない支援

国からの支援は数か月から年単位で時
間がかかります。それまでの間にも支

援は必要です。

被害者支援に特化し
た支援金の支給など
素早く対応できる自治体が犯罪被害
者等支援を行うことで、被害者のケ
アを絶え間なく行うことができます。

被害者の
「よりどころ」

1番身近である自治体が犯罪被害者等
のよりどころになります。

犯罪被害者により身近な自治体に求められていること

安全で安心なまちづくり推進会議において、「犯罪被害者等支援条例」
等の内容についてご審議いただきたいと考えています。
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犯罪被害者等支援条例の制定について

○ 犯罪被害者等支援に特化した条例制定の背景

平成16年
犯罪被害者等基本法が制定。地方公共団体は、国との適切な役割分担を踏まえて、地

域の状況に応じた施策を策定し、実施する責務を有することとされた。(第5条)

平成28年

国の第3次犯罪被害者等基本計画から、地方公共団体による犯罪被害者等に関する条

例の制定を促進する内容が盛り込まれたことを受け、犯罪被害者等支援に特化した条

例(以下「特化条例」という。)を制定する動きが全国的に広まる。

令和3年

国の第4次犯罪被害者等基本計画では、警察において、地方公共団体における総合

的・計画的な犯罪被害者等支援に資するよう、特化条例の制定等について適切に情報

提供を行うとともに、協力を行うこととされた。

令和5年

国の犯罪被害者等施策推進会議決定「犯罪被害者等施策の一層の推進について」では、

犯罪被害者等が居住地域にかかわらず、その置かれている状況等に応じ、必要な支援

を適時適切に途切れることなく受けることができるようにするため、「地方における

途切れない支援の提供体制の強化」等が示され、犯罪被害者等支援を充実させるため

の社会的基盤の充実強化が求められている。

令和7年7月1日現在、全道97自治体(約54％)において犯罪被害者等支援条例を制定

している。

令
和
6
年
4
月
現
在

市町村数
安全安心まちづくり条例等 見舞金制度導入

済み数の制定数
うち特化条例

全国 1,721 1,038 60％ 847 49％ 863 50％

全道 178 177 99％ 51 28％ 42 23％

○ 全国・全道の特化条例制定状況

※R6犯罪被害者白書より
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犯罪被害者等支援条例の制定について

○ 本市の特化条例で盛り込みたい内容

1.基本理念
犯罪被害者等の尊厳が尊重され、置かれている状況に応じて
適切な施策を講じ、必要な支援が途切れることなく行われる
ことなどを規定する。

2.市町村、住
民、事業者
の責務

行政、住民、事業者等が、犯罪被害者等の置かれている状況
や支援の必要性に理解を深めることや、それぞれの役割、二
次的被害を防止することなどを規定する。

3.連携協力
他の地方自治体、関係機関・団体等と連携・協力の上、必要
な支援体制を整備することなどを規定する。

4.相談体制・
情報提供

日常生活、社会生活を円滑に営むことができるよう、必要な
情報提供を行い、専門知識を有するものを紹介することなど
を規定する。

5.見舞金等の
支給

犯罪被害に起因する経済的負担の軽減を図るための取り組み、
施策等について規定する。

6.見舞金以外
の支援

二次的被害や再被害を防止し、犯罪被害者等の安全を確保す
ることなどを規定する。

7.理解の促進
広報活動、啓発活動、教育活動を通じて、犯罪被害者等の置
かれている状況、平穏な生活への配慮の重要性等について、
市民や事業者の理解を深めることを規定する。

○【参考】札幌市における主な支援内容

遺族支援金
３０万円
（１年以内に１回）

犯罪行為により亡くなら
れた方のご遺族に支給

重症病支援金
10万円
（1年以内に1回）

犯罪行為により重傷病を
負った方に支給

性犯罪被害
支援金

10万円
（1年以内に1回）

性犯罪を受けた方に支給

支援金の支給

金銭によらない支援

＜市営住宅申し込み可能要件の拡大＞
令和6年4月1日より、以下のいずれかに当てはまる犯罪等の被害を受けた方の市営住
宅申し込みを可能としている。

・犯罪等の被害により収入が減少した方
・現に居住する住宅又はその付近において犯罪等が行われたことにより、住居に居
住することが困難になった方
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